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お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は

 

 

設定・運用は

商 号 等：ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社
 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第370号
加入協会： 一般社団法人投資信託協会
 一般社団法人日本投資顧問業協会

商 号 等：ＢＮＰパリバ・アセットマネジメント株式会社
　　　　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第378号
加入協会： 日本証券業協会、一般社団法人投資信託協会
　　　　　一般社団法人日本投資顧問業協会
　　　　　一般社団法人第二種金融商品取引業協会

投資対象ファンドの運用は
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（出所）UN（国際連合）「World Population Prospects 2024」※2024年1月1日現在、UN（国際連合）の推計値



（出所）IMF（国際通貨基金）「World Economic Outlook Database , October 2024」

市場環境等についての評価、分析等は将来の運用成果を保証するものではありません。 4



(出所)ヒューマンリソシア株式会社(2023年12月発表、調査データ）、各種資料、報道等

※写真はイメージです。

＊インド、中国は2021年推計データ
※国際労働機関（ILO）のデータベースにて、情報通信業
就業者の中で、国際標準職業分類で「専門職」・「技師、
准専門職」に分類された人をITエンジニアと定義。



（出所）BNPパリバ・アセットマネジメント、インド決済公社（NPCI）、Bloombergのデータを基にＳBＩ岡三アセットマネジメント作成

※上記のグラフは、インドの電子決済支払額推移のデータを2024年8月末現在の為替レート（1ルピー＝1.742円）で円換算したものです。
※電子決済利用率は、2023年にモバイルウォレットを所有し、過去1年間に使用したと回答した人の割合

市場環境等についての評価、分析等は将来の運用成果を保証するものではありません。 6



＊企業評価額が10億米ドル以上の非上場企業

（出所）BNPパリバ・アセットマネジメント

※2024年2月現在

（写真）インド／ベンガルール



市場環境等についての評価、分析等は将来の運用成果を保証するものではありません。 8

（出所）各種資料、報道等

※個別銘柄の推奨および当ファンドへの組入れを示唆・保証するものではありません。





(出所) 各種資料、報道等

市場環境等についての評価、分析等は将来の運用成果を保証するものではありません。 10

※個別銘柄の推奨および当ファンドへの組入れを示唆・保証するものではありません。
※上記は未上場企業を含みます。
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上記は当ファンドの投資先ファンド「BNPパリバ・インド・イノベーション株式ファンド（適格機関投資家専用）」の2024年9月末時点のモデルポートフォリオをご参考までに示したもの
であり、特定銘柄の投資を推奨しているものではありません。また、当該銘柄に投資することを示唆または保証するものではありません。

(出所）BNPパリバ・アセットマネジメント、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成

※BNPパリバ・インド・イノベーション株式ファンド（適格機関投資家専用）のモデルポートフォリオ

※インド証券取引委員会の定義に基づく分類
※インド証券取引委員会の規模別分類の基準は以下の通り
　・大型株式：時価総額1～100位に準ずる企業
　・中型株式：時価総額101～250位に準ずる企業
　・小型株式：それ以外の企業

※業種はインド証券取引委員会の定義に基づく分類

▶ 企業規模（株式時価総額）別構成⽐率

▶ 業種別構成比率

※各組入比率および構成比率は、投資先ファンドの純資産総額に対する割合です。なお、各構成比率は、四捨五入しているため、合計が100％とならない場合があります。
※時価総額は2024年9月末現在、1ルピー＝0.0119米ドルで米ドル換算

▶  組⼊候補上位10銘柄 （組⼊候補銘柄数：45銘柄）

企業名 時価総額 
（億米ドル） 組入比率 企業概要

1 インフォシス 929 4.0% 次世代デジタルサービスおよびコンサル
ティングのグローバルリーダー

2 インフォエッジ・インディア 125 4.0% インドで個人向け各種オンライン・サービス
を提供する大手インターネット企業

3 トレント 321 3.9% インド国内で最も急成長しているタタ・ 
グループ傘下のアパレル小売企業

4 PBフィンテック 88 3.4% インドのオンライン保険プラットフォーム
最大手

5 バーティ・エアテル 1,223 3.3% インドの電気通信事業者最大手

6 タタ・コンサルタンシー・
サービシズ 1,843 3.3% インド最大手のITサービスおよびコンサル

ティング会社

7 TVSモーター 161 3.2% 電動二輪車へのシフトを進めている二輪 
自動車メーカー

8 ボッシュ 133 3.1% 先進自動車技術とデジタルモビリティ分野
に注力する自動車部品メーカー

9 ゾマト 288 3.1% インドを代表する食品の宅配サービス大手

10 リンデ・インディア 86 3.1%
産業ガス製造大手で高純度ガスの市場 
シェアは30%。半導体を中心とする幅広い
セクターに供給

投資先ファンドのモデルポートフォリオ※（2024年9月末現在）
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資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

※ポートフォリオ構築時においては、流動性やインド株式投資にかかる口座開設の状況により、米国籍上場投資信託証券を通じてインド株式に投資する場合があります。
※時価総額2億米ドル以下の企業や、浮動株調整時価総額5千万米ドル以下の企業、責任ある企業行動指針（国連のグローバル・コンパクトおよびBNPパリバ・アセットマネジメントのセクター方針）を 

満たさない企業は除く
※上記運用プロセスおよび銘柄数は､今後変更になる場合があります｡

投資先ファンド「BNPパリバ・インド・イノベーション株式ファンド（適格機関投資家専用）」の運用は、BNPパリバ・アセットマネジメントが行います。

投資先ファンドの運用プロセス

BNPパリバ・アセットマネジメントについて
■ BNPパリバ・アセットマネジメントは、欧州の大手金融グループであるBNPパリバの資産運用部門です。

■ インド株式の運用は、2022年にBNPパリバおよびインドの大手民間銀行であるバローダ銀行との合弁会社として設立された、 
バローダBNPパリバ・アセットマネジメント・インドに委託します。

■ バローダBNPパリバ・アセットマネジメント・インドは、インドの金融市場に深い知識を持ち、120＊以上の都市や町に担当者を配置しています。
＊2024年6月末現在

上場銘柄
5,000銘柄程度

投資ユニバース
400～450銘柄程度

投資可能ユニバース
250～300銘柄程度

ポートフォリオ
40～60銘柄程度

テーマでスクリーニング
経済成長を加速させ、新しい価値を創
造するインドのイノベーション企業を
スクリーニング。

企業分析に基づく銘柄選択
独自の企業分析に基づき、ビジネスの
成長性や経営陣の質、バリュエーショ
ン等を評価し、銘柄の絞り込みを行う。

ポートフォリオ構築
マクロ分析およびバリュエーション
を考慮し、最適な銘柄の選別を行う。
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TVSモーター トレント
業種 業種

事業内容と着目ポイント 事業内容と着目ポイント
● 従来型の二輪車メーカーでありながら、電動二輪車への移行を進めている。インドでは

すでに電動二輪車で2位の位置を占め、市場シェアは全体の20%に達している。同時に、
従来型二輪車の事業も好調で、インド全体の10%程度のシェアを持っている。

● 卓越した商品力により、競合他社と比べて収益構造が優れている。電動二輪事業の 
売上もすでに損益分岐点に達しており、電動二輪車の普及がさらに進むことによって 
同社の利益拡大に貢献すると考えている。

● インド国内で最も急成長しているアパレル小売企業の一社。消費者にとって魅力的な 
商品を手頃な価格で提供している。

● 成長をけん引するファストファッション部門は、流行の商品を適正な在庫で提供する 
ためのサプライチェーンの最適化が強み。

● フランチャイズモデル（加盟店契約を通じた店舗展開）を導入したことにより、自社によ
る出店リスクを軽減しながら、約3年間で240から600へと店舗数を拡大。また、来店者
数を最大化するために出店する地域を戦略的に選んでいることも奏功している。

インド・イノベーション企業のご紹介①

上記は当ファンドにおける投資先ファンドの投資候補銘柄の紹介を目的としたものであり、記載銘柄の推奨および個別銘柄の組入れを示唆・保証するものではありません。

市場環境等についての評価、分析等は将来の運用成果を保証するものではありません。

※業種はインド証券取引委員会の定義に基づく分類　※時価総額は2024年9月末現在、1ルピー＝0.0119米ドルで米ドル換算　※写真はイメージです。
(出所）BNPパリバ・アセットマネジメント、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成

約161億米ドル時価総額 約321億米ドル時価総額

株価の推移 株価の推移

自動車 小売り
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上記は当ファンドにおける投資先ファンドの投資候補銘柄の紹介を目的としたものであり、記載銘柄の推奨および個別銘柄の組入れを示唆・保証するものではありません。

市場環境等についての評価、分析等は将来の運用成果を保証するものではありません。

※業種はインド証券取引委員会の定義に基づく分類　※時価総額は2024年9月末現在、1ルピー＝0.0119米ドルで米ドル換算　※写真はイメージです。
(出所）BNPパリバ・アセットマネジメント、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成

インド・イノベーション企業のご紹介②

KPIT
テクノロジーズ

ディヴィズ・
ラボラトリーズ

事業内容と着目ポイント 事業内容と着目ポイント
● 自動車分野に特化したエンジニアリング研究開発（R&D）プロバイダー。同社は世界の

トップ25の自動車メーカーのアウトソーシング先として技術ソリューションを提供し
ている。

● 今後EV（電気自動車）の普及が進むにつれて、同社の提供するメインフレーム・オペレー
ティング・システムは大きな強みになると考えられる。また、自動車研究開発に向けた 
新しい技術プラットフォームの開発において、ZF社（ドイツの自動車部品メーカー）と 
提携したことにより同社の評価が高まっている。

● 世界トップ3に数えられるAPI（医薬品有効成分）製造企業。
● 米国では安全保障上の懸念から中国の特定バイオ医薬品企業との取引を禁止するバイ

オセキュア法が議会に提出されており、可決された場合には同社は恩恵を受けると考え
られる。

● 血糖値のコントロールと減量を促すGLP-1（糖尿病や肥満治療に有効とされている）の 
製造力強化に取り組んでいる。こうした戦略が今後2-3年の利益拡大につながると 
期待される。

約53億米ドル時価総額 約172億米ドル時価総額

株価の推移 株価の推移

ITソフトウェア
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バイオテクノロジー
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（2019年9月～2024年9月、月次） （2019年9月～2024年9月、月次）（インドルピー）

0

500

1,000

1,500

2,000

0

1,500

3,000

4,500

6,000

2024/9
（年/月）

2023/92022/92021/92020/92019/9

（インドルピー）

2024/9
（年/月）

2023/92022/92021/92020/92019/9

（2019年9月～2024年9月、月次） （2019年9月～2024年9月、月次）（インドルピー）

0

500

1,000

1,500

2,000

0

1,500

3,000

4,500

6,000

2024/9
（年/月）

2023/92022/92021/92020/92019/9

（インドルピー）

2024/9
（年/月）

2023/92022/92021/92020/92019/9

14



※ポートフォリオ構築時においては、流動性やインド株式投資にかかる口座開設の状況により、米国籍上場投資信託証券を通じてインド株式に投資する場合があります。

お申込金

分配金・ 
償還金等

お客様
（投資者）

投資

損益

投資

損益

ＢＮＰパリバ・インド・イノベーション株式ファンド
 （適格機関投資家専用）

＜運用会社＞
ＢＮＰパリバ・アセットマネジメント

マネー・インベストメント・マザーファンドⅡ
＜委託会社＞

ＳＢＩ岡三アセットマネジメント

投資

損益

投資

損益

インドの株式 等

国内の公社債、 
短期金融商品 等

ファンド・オブ・ファンズ形式

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

インド・イノベーション・
フォーカスファンド

ファンドの特色

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。 15



投資リスク

基準価額の変動要因

投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく､基準価額の下落により､損失を被り､投資元本を割り込むことがあります｡
投資信託は預貯金と異なります｡投資信託財産に生じた利益および損失は､すべて投資者の皆様に帰属します｡
ファンドは､インドの株式等値動きのある有価証券等に投資しますので､組入れた有価証券等の価格の下落等の影響により､基準価額が下落し､損失
を被ることがあります｡また､外貨建資産に投資しますので､為替相場の変動により損失を被ることがあります｡

■主な変動要因
株価変動リスク 株式の価格は､発行会社の業績や財務状況､株式市場の需給､政治･経済状況等の影響により変動します｡

為替変動リスク 外貨建資産は､為替相場の変動により円換算額が変動します｡投資対象通貨に対する円高により､外貨建資産の円換算額は減少し､円安により､外貨建資産の
円換算額は増加します｡

流動性リスク 有価証券等の時価総額が小さく､または取引量が少ないとき､市況の急変､取引所の閉鎖等により､有価証券等の売買価格が通常よりも著しく不利な価格と
なることがあります｡

カントリーリスク 投資対象国・地域等における外貨不足等の経済的要因、政府の資産凍結等の政治的理由、社会情勢の混乱等の影響を受けることがあります。

信用リスク 有価証券等の発行体の破綻や財務状況の悪化､および有価証券等の発行体の財務状況に関する外部評価の変化等の影響により､投資した有価証券等の価格
が大きく下落することや､投資資金が回収不能となることがあります。

※「基準価額の変動要因」は､上記のリスクに限定されるものではありません｡

留意事項
● �ファンドのお取引に関しては､金融商品取引法第37条の6の規定(いわゆるクーリングオフ)の適用はありません｡
● �投資信託は預金商品や保険商品ではなく､預金保険､保険契約者保護機構の保護の対象ではありません｡また､登録金融機関が取り扱う投資信託は､投資者保護基金の対象とはなりません｡
● �ファンドは､大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に､一時的に組入資産の流動性が低下し､市場実勢

から期待できる価格で取引できないリスク､取引量が限られてしまうリスクがあります｡これにより､基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や､換金申込みの受付が中止となる可能性､
換金代金の支払が遅延する可能性があります｡

● �分配金は､預貯金の利息とは異なり､ファンドの純資産から支払われますので､分配金が支払われると､その金額相当分､基準価額は下がります｡分配金は､計算期間中に発生した収益を超え
て支払われる場合があるため､分配金の水準は､必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません｡また､投資者の購入価額によっては､分配金の一部または全部が､実
質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります｡ファンド購入後の運用状況により､分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です｡

● �投資対象とする投資信託証券にかかる購入･換金申込みの受付の中止および取消､取引所における取引の停止､外国為替取引の停止､決済機能の停止､その他やむを得ない事情があるときは､
購入･換金申込みの受付を中止することや､すでに受付けた購入･換金申込みの受付を取消すことがあります｡
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購 入 時

購入の申込期間
当初申込期間：2024年12月2日～2024年12月12日
継続申込期間：2024年12月13日～2026年3月19日
◆申込期間は､上記期間満了前に有価証券届出書を提出することにより更新する予定です｡

購 入 単 位 販売会社が定める単位
◆詳しくは販売会社にご確認ください｡

購 入 価 額 当初申込期間：1口当たり1円
継続申込期間：購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 時

換 金 単 位 販売会社が定める単位
◆詳しくは販売会社にご確認ください。

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から、信託財産留保額を控除した価額

換 金 代 金 換金申込受付日から起算して､原則として7営業日目から販売会社を通じてお支払いします｡

そ の 他

購 入 ･ 換 金
申 込 不 可 日

以下に該当する日は､購入･換金申込みの受付を行いません｡
・インドの取引所の休場日
・翌営業日がインドの取引所の休場日にあたる日
・翌営業日がムンバイの銀行休業日にあたる日

信 託 期 間
2045年12月20日まで（2024年12月13日設定）
◆�投資信託財産の純資産総額が30億円を下回ることとなった場合、または組入れている投資信託証券が繰上償還となったときなど、やむを得ない事情が発生 

した場合等には繰上償還となることがあります。

決 算 日 6月および12月の各月20日（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配 年2回､収益分配方針に基づいて収益の分配を行います｡
◆将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません｡

課 税 関 係

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。
ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社に
お問い合わせください。
配当控除の適用はありません。
税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

お申込みメモ
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フリーダイヤル
0120-048-214

（営業日の9：00～17：00）

ホームページ
https://www.sbiokasan-am.co.jp

委託会社お問合わせ先

作成：ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社

■

■

委託会社［投資信託財産の設定、運用の指図等］

受託会社［投資信託財産の保管・管理等］

販売会社［購入・換金の取扱い等］

ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社

株式会社りそな銀行

委託会社およびその他の関係法人

本資料は､ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です｡本資料中の図表等は､各出所先(ホームページを含む)のデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成したものです｡記載内容､数値､図表等は､本資料作成日
時点のものであり､将来予告なしに変更される場合があります｡また､将来の運用成果を保証するものではありません｡本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが､その正確性･完全性を保証するものではありません｡
購入の申込みに当たっては､｢投資信託説明書(交付目論見書)｣及び｢契約締結前交付書面｣又は｢目論見書補完書面｣を十分にお読みいただき､投資判断は､お客様ご自身で行っていただきますようお願いいたします｡

販売会社の詳細につきましては、右記の委託会
社フリーダイヤルまでお問合わせいただくか、
ホームページをご参照ください。

お客様にご負担いただく費⽤

お客様が直接的に負担する費用

購入時 購入時手数料
購入金額(購入価額×購入口数)×上限3.3％(税抜3.0％)
◆詳しくは販売会社にご確認ください。
◇ファンドの商品説明および販売事務手続き等の対価として販売会社に支払われます。

換金時
換金手数料 ありません。
信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額×0.3％

お客様が信託財産で間接的に負担する費用

保有期間中

運用管理費用
（信託報酬）

純資産総額×年率1.287%（税抜1.17%）
委託会社 年率0.35%（税抜） ◇委託した資金の運用の対価です。
販売会社 年率0.80%（税抜） ◇運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報提供等の対価です。
受託会社 年率0.02%（税抜） ◇運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価です。

運用管理費用
（信託報酬）の
実質的な負担

純資産総額×年率1.9965％（税抜1.815%）程度
実質的な負担とは､ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬を含めた報酬です｡
なお､実質的な運用管理費用(信託報酬)は目安であり､投資信託証券の実際の組入比率により変動します｡

その他の費用･
手数料

監査費用：純資産総額×年率0.0132％(税抜0.012％)
有価証券等の売買に係る売買委託手数料､投資信託財産に関する租税､信託事務の処理に要する諸費用等を投資信託財産でご負担いただきます｡
また、投資対象とする投資信託証券に係る前記の費用等、海外における資産の保管等に要する費用等を間接的にご負担いただきます。
(監査費用を除くその他費用･手数料は､運用状況等により変動するため､事前に料率･上限額等を示すことはできません｡)

○お客様にご負担いただく費用につきましては､ 運用状況等により変動する費用があることから､ 事前に合計金額もしくはその上限額またはこれらの計算方法を示すことはできません｡
○詳しくは､ ｢投資信託説明書(交付目論見書)｣ の ｢手続･手数料等｣ をご参照ください｡
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